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本号で公布する条例のあらまし
◇福井県県税条例の一部を改正する条例（条例第２７号　税務課）
１　不動産取得税関係
　 　住宅および土地の取得に係る不動産取得税を減額する特例措置について、適用期限を
令和９年３月３１日まで延長することとした。（附則第８条の３関係）

２　自動車税関係
　 　地域住民の生活に必要な路線の運行の用に供する乗合バスに係る環境性能割を非課税
とする特例措置について、適用期限を令和９年３月３１日まで延長することとした。（
附則第８条の１２関係）

３　この条例は、令和７年４月１日から施行することとした。
　 　
◇ 特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条
例（条例第２８号　税務課）

１　促進区域における課税免除関係
　 　課税の特例措置の適用期限を令和１０年３月３１日まで延長することとした。（第３
条の４関係）

２　原子力発電施設等立地地域における不均一課税関係
　 　課税の特例措置の適用期限を令和９年３月３１日まで延長することとした。（第４条
の２関係）

３　この条例は、令和７年４月１日から施行することとした。
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条 　 例
 

 

 

福井県県税条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和７年３月３１日 

福井県知事 杉本 達治 

福井県条例第２７号 

福井県県税条例の一部を改正する条例 

福井県県税条例（昭和２５年福井県条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

（軽油引取税のみなす課税） 

第１１７条 軽油引取税は、前条に規定する場合のほか、次の各号に掲げる者の

当該各号に掲げる消費、譲渡または輸入に対し、当該消費、譲渡または輸入を

同条第１項に規定する引取りと、当該消費、譲渡または輸入をする者を同項に

規定する引取りを行う者とみなし、その数量（第１号または第２号の場合にあ

っては、当該消費に係る軽油に既に軽油引取税が課され、または課されるべき

軽油が含まれているときは、当該消費に係る軽油の数量から当該含まれている

軽油に相当する部分の数量を控除した数量とし、第５号の場合にあっては、第

１３３条の６第１項第１号または第２号の規定により製造の承認を受けた当該

消費または譲渡に係る軽油に既に軽油引取税または揮発油税が課され、または

課されるべき軽油または揮発油が含まれているときは、当該消費または譲渡に

係る軽油の数量から当該含まれている軽油または揮発油に相当する部分の軽油

の数量を控除した数量とする。）を課税標準として、それぞれ当該消費、譲渡

または輸入をする者に課する。 

⑴～⑹ （略） 

２・３ （略） 

 

附 則 

（不動産取得税の減額等） 

第８条の３ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）

第７条第１項の登録を受けた同法第５条第１項に規定するサービス付き高齢者

向け住宅である貸家住宅（その全部または一部が専ら住居として貸家の用に供

される家屋をいう。）で施行令附則第８条第１項に規定する貸家住宅の用に供

する土地の取得を令和９年３月３１日までにした場合における第７１条第１項

の規定の適用については、同項中「については」とあるのは「については、当

（軽油引取税のみなす課税） 

第１１７条 軽油引取税は、前条に規定する場合のほか、次の各号に掲げる者の

当該各号に掲げる消費、譲渡または輸入に対し、当該消費、譲渡または輸入を

同条第１項に規定する引取りと、当該消費、譲渡または輸入をする者を同項に

規定する引取りを行う者とみなし、その数量を課税標準として、それぞれ当該

消費、譲渡または輸入をする者に課する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴～⑹ （略） 

２・３ （略） 

 

附 則 

（不動産取得税の減額等） 

第８条の３ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）

第７条第１項の登録を受けた同法第５条第１項に規定するサービス付き高齢者

向け住宅である貸家住宅（その全部または一部が専ら住居として貸家の用に供

される家屋をいう。）で施行令附則第９条の２第１項に規定する貸家住宅の用

に供する土地の取得を令和７年３月３１日までにした場合における第７１条第

１項の規定の適用については、同項中「については」とあるのは「については
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該取得が令和９年３月３１日までに行われたときに限り」と、「住宅（施行令

第３９条の２の４第１項に規定する住宅に限る。以下この条、次条第２項およ

び第７４条第２項において「特例適用住宅」という。）１戸（共同住宅等にあ

っては、居住の用に供するために独立的に区画された１の部分で施行令第３９

条の２の４第２項に規定するもの）」とあるのは「高齢者の居住の安定確保に

関する法律（平成１３年法律第２６号）第７条第１項の登録を受けた同法第５

条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅（その全部ま

たは一部が専ら住居として貸家の用に供される家屋をいう。）で施行令附則第

８条第１項に規定する貸家住宅（以下この項において「特例適用サービス付き

高齢者向け住宅」という。）の居住の用に供するために独立的に区画された１

の部分で施行令附則第８条第２項に規定するもの」と、同項各号中「特例適用

住宅」とあるのは「特例適用サービス付き高齢者向け住宅」とする。 

 

２ 知事は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３号に規

定する宅地建物取引業者（以下この条において「宅地建物取引業者」という。

）が法附則第１１条の４第２項に規定する改修工事対象住宅（以下この条にお

いて「改修工事対象住宅」という。）を取得した場合において、当該宅地建物

取引業者が、当該改修工事対象住宅を取得した日から２年以内に、当該改修工

事対象住宅について同項に規定する改修工事（以下この項および第６項におい

て「住宅性能向上改修工事」という。）を行った後、当該住宅性能向上改修工

事を行った当該改修工事対象住宅で施行令附則第９条第２項に規定するもの（

以下この項および第４項において「住宅性能向上改修住宅」という。）を個人

に対し譲渡し、当該個人が当該住宅性能向上改修住宅をその者の居住の用に供

したときは、当該宅地建物取引業者による当該改修工事対象住宅の取得に対し

て課する不動産取得税については、当該取得が令和９年３月３１日までの間に

行われたときに限り、当該税額から当該改修工事対象住宅が新築された時にお

いて施行されていた法第７３条の１４第１項の規定により控除するものとされ

ていた額に税率を乗じて得た額を減額するものとする。 

３ （略） 

４ 知事は、宅地建物取引業者が改修工事対象住宅の敷地の用に供する土地（当

該改修工事対象住宅とともに取得したものに限る。以下この条において「改修

工事対象住宅用地」という。）を取得した場合において、当該宅地建物取引業

者が、当該改修工事対象住宅用地を取得した日から２年以内に、当該改修工事

対象住宅について住宅性能向上改修工事を行った後、法附則第１１条の４第４

項に規定する特定住宅性能向上改修住宅の敷地の用に供する土地を個人に対し

譲渡し、当該個人が当該特定住宅性能向上改修住宅をその者の居住の用に供し

、当該取得が令和７年３月３１日までに行われたときに限り」と、「住宅（施

行令第３９条の２の４第１項に規定する住宅に限る。以下この条、次条第２項

および第７４条第２項において「特例適用住宅」という。）１戸（共同住宅等

にあっては、居住の用に供するために独立的に区画された１の部分で施行令第

３９条の２の４第２項に規定するもの）」とあるのは「高齢者の居住の安定確

保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第７条第１項の登録を受けた同法

第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅（その全

部または一部が専ら住居として貸家の用に供される家屋をいう。）で施行令附

則第９条の２第１項に規定する貸家住宅（以下この項において「特例適用サー

ビス付き高齢者向け住宅」という。）の居住の用に供するために独立的に区画

された１の部分で施行令附則第９条の２第２項に規定するもの」と、同項各号

中「特例適用住宅」とあるのは「特例適用サービス付き高齢者向け住宅」とす

る。 

２ 知事は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３号に規

定する宅地建物取引業者（以下この条において「宅地建物取引業者」という。

）が法附則第１１条の４第２項に規定する改修工事対象住宅（以下この条にお

いて「改修工事対象住宅」という。）を取得した場合において、当該宅地建物

取引業者が、当該改修工事対象住宅を取得した日から２年以内に、当該改修工

事対象住宅について同項に規定する改修工事（以下この項および第６項におい

て「住宅性能向上改修工事」という。）を行った後、当該住宅性能向上改修工

事を行った当該改修工事対象住宅で施行令附則第９条の３第２項に規定するも

の（以下この項および第４項において「住宅性能向上改修住宅」という。）を

個人に対し譲渡し、当該個人が当該住宅性能向上改修住宅をその者の居住の用

に供したときは、当該宅地建物取引業者による当該改修工事対象住宅の取得に

対して課する不動産取得税については、当該取得が令和７年３月３１日までの

間に行われたときに限り、当該税額から当該改修工事対象住宅が新築された時

において施行されていた法第７３条の１４第１項の規定により控除するものと

されていた額に税率を乗じて得た額を減額するものとする。 

３ （略） 

４ 知事は、宅地建物取引業者が改修工事対象住宅の敷地の用に供する土地（当

該改修工事対象住宅とともに取得したものに限る。以下この条において「改修

工事対象住宅用地」という。）を取得した場合において、当該宅地建物取引業

者が、当該改修工事対象住宅用地を取得した日から２年以内に、当該改修工事

対象住宅について住宅性能向上改修工事を行った後、法附則第１１条の４第４

項に規定する特定住宅性能向上改修住宅の敷地の用に供する土地を個人に対し

譲渡し、当該個人が当該特定住宅性能向上改修住宅をその者の居住の用に供し
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たときは、当該宅地建物取引業者による当該改修工事対象住宅用地の取得に対

して課する不動産取得税については、当該取得が令和９年３月３１日までに行

われたときに限り、当該税額から１５０万円（当該改修工事対象住宅用地に係

る不動産取得税の課税標準となるべき価格を当該土地の面積の平方メートルで

表した数値で除して得た額に当該改修工事対象住宅用地の上にある改修工事対

象住宅１戸（共同住宅等にあっては、居住の用に供するために独立的に区画さ

れた１の部分）についてその床面積の２倍の面積の平方メートルで表した数値

（当該数値が２００を超える場合には、２００とする。）を乗じて得た金額が

１５０万円を超えるときは、当該乗じて得た金額）に税率を乗じて得た額を減

額するものとする。 

５ （略） 

 

（自動車税の環境性能割の非課税） 

第８条の１２ 道路運送法第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事

業を経営する者が地域住民の生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運行

の維持が困難になっているもの（国が交付する車両の購入に係る補助金を受け

て取得した一般乗合用のバスを運行の用に供するものに限る。）の運行の用に

供するバスに対しては、当該一般乗合用のバスの取得が令和９年３月３１日ま

でに行われたときに限り、第１３４条第１項の規定にかかわらず、自動車税の

環境性能割を課さない。 

たときは、当該宅地建物取引業者による当該改修工事対象住宅用地の取得に対

して課する不動産取得税については、当該取得が令和７年３月３１日までに行

われたときに限り、当該税額から１５０万円（当該改修工事対象住宅用地に係

る不動産取得税の課税標準となるべき価格を当該土地の面積の平方メートルで

表した数値で除して得た額に当該改修工事対象住宅用地の上にある改修工事対

象住宅１戸（共同住宅等にあっては、居住の用に供するために独立的に区画さ

れた１の部分）についてその床面積の２倍の面積の平方メートルで表した数値

（当該数値が２００を超える場合には、２００とする。）を乗じて得た金額が

１５０万円を超えるときは、当該乗じて得た金額）に税率を乗じて得た額を減

額するものとする。 

５ （略） 

 

（自動車税の環境性能割の非課税） 

第８条の１２ 道路運送法第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事

業を経営する者が地域住民の生活に必要な路線で輸送人員の減少等により運行

の維持が困難になっているもの（国が交付する車両の購入に係る補助金を受け

て取得した一般乗合用のバスを運行の用に供するものに限る。）の運行の用に

供するバスに対しては、当該一般乗合用のバスの取得が令和７年３月３１日ま

でに行われたときに限り、第１３４条第１項の規定にかかわらず、自動車税の

環境性能割を課さない。 
  

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（軽油引取税に関する経過措置） 

第２条 改正後の第１１７条第１項（同項第１号、第２号および第５号に係る部分に限る。）の規定は、この条例の施行の日（以下この条において「施行日」という

。）以後の軽油の消費および譲渡に対して課すべき軽油引取税について適用し、施行日前の軽油の消費および譲渡に対して課する軽油引取税については、なお従前

の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

 令和７年３月３１日 

福井県知事 杉本 達治 

福井県条例第２８号 

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（昭和４４年福井県条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
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改正後 改正前 
  

（促進区域における県税の課税免除） 

第３条の４ 促進区域内において、平成２９年９月２９日から令和１０年３月３

１日までの期間内に、承認地域経済牽引事業計画（地域未来投資促進法第１４

条第２項に規定する承認地域経済牽引事業計画をいう。）に従って次項に規定

する促進区域内対象施設を設置した青色申告者に対して課する次の各号に掲げ

る県税については、それぞれ当該各号に定めるものについて課税を免除する。 

⑴・⑵ （略） 

２ （略） 

 

（原子力発電施設等立地地域における県税の不均一課税） 

第４条の２ 原子力発電施設等立地地域内において、平成１４年４月１日から令

和９年３月３１日までの期間内に、製造の事業、道路貨物運送業、倉庫業、こ

ん包業または卸売業（以下この項において「製造業等」という。）の用に供す

る設備（１の生産設備（ガスの製造または発電に係る設備を含む。）であって

、これを構成する減価償却資産の取得価額の合計額が２,７００万円を超え、

かつ、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業または卸売業の用に供する設備にあ

っては、これらをそれぞれその事業の用に供したことに伴って増加する雇用者

（日々雇い入れられる者を除く。以下同じ。）の数が１５人を超えるものに限

るものとし、原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法第２条に規

定する原子力発電施設等に係るものを除く。）を構成する減価償却資産のうち

に次項に規定する対象設備（以下「立地地域内対象設備」という。）を含むも

のを新設し、または増設した青色申告者に対して課する次の各号に掲げる県税

の税率については、県税条例第４４条、第４９条の５、第６１条または第１７

４条の規定にかかわらず、当該各号に定めるところによる。 

⑴～⑶ （略） 

２・３ （略） 

（促進区域における県税の課税免除） 

第３条の４ 促進区域内において、平成２９年９月２９日から令和７年３月３１

日までの期間内に、承認地域経済牽引事業計画（地域未来投資促進法第１４条

第２項に規定する承認地域経済牽引事業計画をいう。）に従って次項に規定す

る促進区域内対象施設を設置した青色申告者に対して課する次の各号に掲げる

県税については、それぞれ当該各号に定めるものについて課税を免除する。 

⑴・⑵ （略） 

２ （略） 

 

（原子力発電施設等立地地域における県税の不均一課税） 

第４条の２ 原子力発電施設等立地地域内において、平成１４年４月１日から令

和７年３月３１日までの期間内に、製造の事業、道路貨物運送業、倉庫業、こ

ん包業または卸売業（以下この項において「製造業等」という。）の用に供す

る設備（１の生産設備（ガスの製造または発電に係る設備を含む。）であって

、これを構成する減価償却資産の取得価額の合計額が２,７００万円を超え、

かつ、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業または卸売業の用に供する設備にあ

っては、これらをそれぞれその事業の用に供したことに伴って増加する雇用者

（日々雇い入れられる者を除く。以下同じ。）の数が１５人を超えるものに限

るものとし、原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法第２条に規

定する原子力発電施設等に係るものを除く。）を構成する減価償却資産のうち

に次項に規定する対象設備（以下「立地地域内対象設備」という。）を含むも

のを新設し、または増設した青色申告者に対して課する次の各号に掲げる県税

の税率については、県税条例第４４条、第４９条の５、第６１条または第１７

４条の規定にかかわらず、当該各号に定めるところによる。 

⑴～⑶ （略） 

２・３ （略） 
  

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



令和７年３月31日（月） 福 井 県 報 号 外 第 33 号6 発行人　〒910-8580　福井県福井市大手３丁目17番１号　福　井　県


